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No. H18⑦-28 タイトル
プロジェクト「有明海生物生息環境の俯瞰型再生と実証試

験」の概要 

著者 楠田哲也（九州大学大学院） 

キーワード 生物生息環境、俯瞰型再生、実証試験 

出典 
有明海生物生息環境の再生に向けて 第 1回 国際シンポジウム 

要旨集 PAGE3～9 
発行年 2005 

＜目的＞ 

 有明海の生物生息環境の再生を目指す本プロジェクトの概要（研究目的、研究計画、実施体制

等）を紹介した。 

＜結果＞ 

・ 本研究プロジェクトの目的は以下のとおりである。  

① 再生のビジョンを明らかにする。 

② ①に基づき生物生産や生物群を維持できる水域環境を再生する俯瞰型再生方法論を開発する。 

③ ②に基づき再生方策・技術と再生過程を具体的に提示し、有明海方式として体系化する。  

④ ③の方式で有明海の再生を推進する支援ツールとして生物生息モデルである有明海モデルを

開発する。 

⑤ 再生のための応急措置型技術や持続型技術を開発実証する。 

⑥ 有明海モデルの精度を高めるために未知事象の解明を図る。 

⑦ 得られた知識を構造化し容易に応用できるようにする。 

・ 研究の流れは図のとおりである。  

・ 本研究プロジェクトの想定される社会へ

の貢献は以下のとおりである。 

① 生物生息環境の再生方法や技術を科学

的根拠に基づいて体系化し、再生方策

を利用しやすいようにとりまとめる。 

② 生物生産と生物多様性を回復するため

の支援ツールである生物生産モデルを

完成する。 

③ 生物生産と生物多様性を回復するため

の応急措置型技術や持続型技術の効果を実証により明確にする。 

④ 有明海を豊穣の海とする施策を実施できるようにし、再生への歩みを明確にする。 
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No. H18⑦-29 タイトルシンポジウム-有明海再生をめざして-の趣旨説明 

著者 佐々木克之 

キーワード - 

出典 
有明海生物生息環境の再生に向けて 第 1回 国際シンポジウム 

要旨集 PAGE.2-5 
発行年 2005 

＜目的＞ 

 日本海洋学会海洋環境問題委員会が 2005年９月中旬に出版した｢有明海の生態系再生を目指して｣

を出版して、有明海生態系が悪化した原因について考察し、その再生方向を提案しており、本シン

ポジウムでその趣旨を説明した。 

＜結果＞ 

・有明海の漁業生産量は 1980年

代初めから半ばに約 6万トン減

少しているが、この主な原因は

アサリを中心とした貝類生産の

減少であり、それ以降貝類は引

き続き減少し、1993年以降では

貝類以外の生産量も全て減少傾

向を示した(図 1)。 

・生態系の変化を引き起こした

主な人為的要因として、埋立・河川のダムや川砂採取及び諫早湾干拓があげられる。有明海での

1980年以降の消失干潟面積は約 3000haであるが、潮流などに影響する海面面積として諫早湾干拓事

業で消失した面積は 3500haであり、全消失面積の 71%を占めることから、1993年以降の漁獲量の減

少に最も影響しているものと考えられる(図 2)。 

・赤潮発生前 40日間の有明海沿岸域の平均降水量と赤潮発生指数(赤潮最大面積×持続日数)の間に

は直線関係が認められたが、この関係は干拓事業で諫早湾が締め切られた 1997年を境に明瞭に異な

り、同じ降水量でも赤潮の規模が 2～3倍に増大した(図 3)。これは締切りによって成層化が起きやす

くなったためと考察され、その主な原因として潮流の弱まりが考えられる。これに調整池の汚濁が

加わって、ノリ、タイラギなどいくつかの魚介類の減少を引き起こしたと推定している。 

・諫早干拓事業と漁業被害の関係については司法の場で争われたが、佐賀地裁、福岡高裁及び公調

委の全ての司法関係が、中・長期開門調査を含む調査の必要性を述べた点が特徴的である。  
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・研究者による有明海生態系の悪化要因の解明については、ノリ第三者委員会、環境省評価委員会、

公調委専門委員報告に提出されている膨大な資料が有明海生態系問題を論じる上で貴重である。 
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No. H18⑦-30 タイトル
有明海生態系再生方策について-海洋環境問題委員会からの

報告- 

著者 佐々木克之 

キーワード 生態系再生、諫早湾干拓事業、潮受け堤防開門 

出典 
第 14回沿環連ジョイントシンポジウム 有明海再生をめざして 要旨

集 PAGE.27-34 
発行年 2005 

＜目的＞ 

 有明海環境悪化の要因と再生を実施するうえでの考え方を整理し、90年代の漁獲量の減少への諫

早干拓事業の影響の可能性から、有明海の再生策として諫早湾潮受け堤防の開門を提案し、開門に

より期待される効果を示すとともに、当面の対策やモニタリング調査の重要性を述べる。 

＜結果＞ 

・有明海環境悪化の主な要因について、日本海洋学会海洋環境問題委員会では、①潮流が弱まった

こと、②調整池の水質が悪化したこと、③諫早湾干潟を含めて干潟が消失したこと、④ダムや川砂

採取による河口域水質と干潟環境が悪化したこと、の 4つを考えている。 

・有明海の再生は、｢自然の力に依存して自然回復を目指し、人間は自然の回復を援助する｣との考

えに基づいて進めるべきであり、2005 年 3 月に発表された釧路湿原自然再生全体構想が参考となる。 

・有明海の漁獲減少の推移は東京湾と類似しているが、原因が異なることから、東京湾の重要施策

である流入負荷量削減は有明海の場の特徴を考慮したものとは考えられず、それぞれの湾に固有の

再生策を考える必要がある。有明海における 80年代の漁獲減少の要因解明は不十分で今後の検討が

必要であるが、90年代の漁獲減少は諫早湾干拓事業が大きく関与していると考えられ、その再生策

として先ず開門を提案する。 

・潮受け堤防の開門により期待される生態系改善効果は以下のとおりである。  

① 開門により諫早湾の潮流は 60～70%回復すると推定され、さらに短期開門調査時に有明海奥

部に流入した大量の淡水が速やかに湾西部から湾口方面へ流出しやすくなったこと、締切り

後に湾奥部の佐賀県側で成層強度が増加したことなどから、開門によって有明海奥部の成層

化が弱まると推定される。 

② 開門により、潮流とともに調整池の水質が改善され、諫早湾内の貧酸素水が改善される可能

性がある。さらに諫早湾から輸送される貧酸素水の改善により有明海湾奥の貧酸素も改善さ

れる可能性がある。 

③ 開門によって諫早湾の流速が速くなることにより底質が粗くなり、調整池水質の改善により

底質環境の改善が考えられる。有明海の底質は諫早湾口付近を中心に細粒化しており(図 3)、

有明海の潮流が戻れば底質の細粒化の改善が期待される。 
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④ 締切り後に赤潮は大規模化しているが(図 4)、その原因は締切りによる有明海湾央の潮流の減

少や成層強度の増加による可能性が高いことから、ある程度の潮流の回復が赤潮発生の大規

模化を抑制する可能性が高い。 

⑤ 締切り後の諫早湾口付近におけるノリ生産の減少の原因として赤潮による栄養塩枯渇が上げ

られており、開門によって赤潮発生の大規模化が抑制されればノリ生産の回復が期待できる。 

⑥ 諫早湾のタイラギ漁業が壊滅した原因は漁場周辺の海砂採取と考えられている(図 5)。また、

有明海奥部の減少は底質の細粒化と貧酸素水と推定されている。開門による諫早湾口や湾奥

の底質と貧酸素のある程度の改善によりタイラギ資源の回復が期待できる。 

・開門による生態系の回復にはある程度の時間が必要と考えられることから、回復までの当面の対

策として、費用対効果を考慮すると、再生事業として干潟域環境の改善が可能な水域と考えられる。 

・開門による漁場改善効果を検証するには開門調査を実施する必要があるが、有明海の環境変化を

みるには長期にわたるモニタリング調査が重要である。 
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No. H18⑧-16 タイトル
有明海・八代海の再生 森・川・海の自然連鎖系を重視し

た有明海・八代海の再生 

著者 楠田哲也(九州大学 大学院工学研究院),堀家健司(国土環境㈱) 

キーワード 再生、流域、沿岸域 

出典 応用生態工学 VOL.8 NO.1;PAGE.41-49 発行年 2005 

＜目的＞ 

 自然環境や生態系の再生のためには、自然環境や生態系が自己修復機能を有している間に実施す

る必要があり、生物種が絶滅してからでは手遅れである。自己回復機能がかなり低下しているよう

に見える有明海、八代海の環境の改善手法について検討した。 

＜結果＞ 

・有明海・八代海の海域特性を同規模

の内湾と比較すると、ともに閉鎖性が

強く、広大な干潟が形成されている。

海域総容積に占める年間淡水流入量の

割合は、有明海が 37%で大阪湾と同程

度、八代海が 30%でやや低い。両海の

流域人口は大都市圏を抱える東京湾や

大阪湾より少なく、土地利用形態によ

り陸源負荷の様相が異なる(Fig.1)。 

・単位海水量当りの流入負荷量は有明

海が八代海より多いが、八代海では魚

類養殖の負荷が多く、陸域負荷では両

海とも森林、農地等による面源負荷が

大きい。そのほか有明海では TNと TPで畜産系、八

代海では TPで生活系が 1 位となっている（Table.1）。 

・総漁獲量は有明海が 1970年代後半、八代海が 1990

年代前半をピークに徐々に減少している。漁獲物組成

は両海の海域特性を反映し、有明海が貝類、八代海が

魚類主体である。有明海の貝類はピーク時に比べ 1/10

に減少しており、八代海では河口や沿岸域で産卵・成

育するカレイ、ニベ等が 1980 年以降減少傾向にある。

養殖生産は有明海ではノリ養殖、八代海では魚類養殖が主体である。有明海のノリ養殖は 2001年冬
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の大不況から年々豊凶が繰り返されており、

八代海の魚類養殖は 1990年半ば以降減少ま

たは横ばい状態である。 

・有明海と周辺海域の朔望平均潮位と潮位

差は 1980年代から海面潮位が上昇し、潮位

差が小さくなってきている(Fig.3)。このこ

とは、有明海の生物生産基礎の特徴である

強い潮流に起因する海水の攪拌、密度成層

の崩壊、海底への酸素供給、海底泥の巻き

上げによる透明度の低下、ガタ干潟や砂質

州の形成などを減少させ、ベントス生産、

赤潮の発生抑制、水質浄化等の機能を低下

させる。この潮汐変化については、大浦に

おけるM2分潮の振幅減少の 10～20%が諫早湾干拓事業の影響であるとの計算結果もある。 

・有明海・八代海の特性と劣化の要因を踏まえ、両海の生態系に影響する要素間の関連をミクロ連

鎖系として示した(Fig.6)。また、流域の環境は内部要素だけでなく外部要素にも支配されることから、

要素間の関係をマクロ的な視点から見たマクロ連鎖系として示した。 

・有明海、八代海

の全体的および分

野別の現状と課題

を指摘し、法制度

の整備、管理目標、

管理主体の統一化、

管理体制、モニタ

リングと評価を含

めた提言事項を総

括した。 

 




